第８１回定時株主総会への質問

沖電気工業株式会社
取締役社長　篠塚勝正殿

１．沖電気行動規範について　

沖電気行動規範（以下『行動規範』）は沖電気の企業活動のあり方に関する社会的公約文書であると思います。『行動規範』は「利潤の追求だけにとらわれて、企業活動が社会ル－ルに反したものになることは許されません」と自らの企業活動のあり方を戒め、「沖電気は、関係法令はもちろんのこと、社会の正常な商慣習や社会倫理に則った企業活動を展開します」と宣言しています。さらに「自主的に自らの企業活動をチェックし、問題発生の予防に万全をつくすとともに、万が一、問題が発生した場合は、その責任を明確にし、厳正な態度で臨む」との基本姿勢を明らかにしています。

　そこで、沖電気がいかに自らの企業活動を点検し、問題の予防と是正に取り組んできたかという観点から以下に質問致します。

　この間の実際の取り組みに基づいた、具体的なご回答をお願いいたします。

（１）法令の遵守及び社会倫理に適合した企業活動について

沖電気は、２００２年、三田労働基準監督署の立入り調査を受け、不法な勤務制度と賃金不払いについて厳しい是正指導を受け、不払い賃金の一部支払い等一定の是正措置を実施しました。しかしその後、賃金不払いは無くならないばかりか、一層の人員削減と「成果主義」の徹底等により、職場ではいわゆる「サービス残業」が蔓延し野放しにされています。社長は昨年の株主総会において時間外労働について「適法に対応している」として不法行為はないとの認識を示されました。しかしその直後の昨年９月、社長MBWAにおいて高崎事業所の一技術者が「首になること覚悟で」直訴におよび、自らの長時間労働の現状について「残業しても上限でカットされてしまう」「修正された労働時間を前提とした人材マネージメントの是正を」と訴え、職場に大きな波紋を呼び起こしたことは記憶に新しいところです。

また沖電気労働組合により最近発表された組合員意識調査結果報告によれば、「時間外管理の徹底」について極めて強い組合員の不満が表明され、是正すべき重要課題であるとの結果が報告されています。

そこであらためて賃金不払い労働について、これまでの是正の取り組みおよび現在の状況についてお尋ねします。

①　２００２年に実施されたそれまでの賃金不払い労働に対する是正措置について、是正対象人数、是正金額を含めて説明して下さい。

②　賃金不払い労働についてどのような再発防止策を講じてきましたか。また賃金不払い労働の現状をどのように認識されていますか。

③　高崎の技術者の訴えを受け、どのような対応と措置を講じましたか。

④　賃金不払い労働に対する今後の取組みの方針について説明して下さい。

（２）基本的人権の尊重について

　『行動規範』が日本国憲法に基づき「沖電気はすべての人の基本的人権を尊重し、差別や個人の尊厳を傷つける行為を行いません。」と宣言し、CSR（Corporate Social Responsibility）への取り組みの柱の一つとして「従業員の尊重」を掲げていることは、沖電気がその社会的責任を果たす上では大変重要と考えます。

しかし、現実の沖電気の職場をリアルに見れば、この間の激しいリストラと人員削減の中で、どれだけの社員が差別され個人の尊厳を傷つけられてきたか、社長は十分にご承知のことと思います。

一例として、中高年社員に対する「転進支援」施策の実態をご存知でしょうか。「転進支援」とは名ばかりの転籍または退職強要であり会社追い出しです。「本人の希望と意向を生かす」どころか、仕事を取り上げ、追い詰め追い出すというやり方が多くの職場で公然と行われています。

①　このようなやり方は「従業員の尊重」どころか、『行動規範』に言う「差別や個人の尊厳を傷つける行為」そのものと思いますが、社長はどのように認識されますか。

②　このような仕事差別、いじめ、人権侵害問題を生んでいる「転進支援」施策について直ちに点検し是正措置を講じるべきと考えますが、いかがですか。

③　沖グループに働くすべての従業員の雇用を安定的に確保することこそ、沖電気の最大の社会的責任と考えますが、いかがですか。

２．社員のメンタルヘルスについて

　昨年９月の第二回定例労使協議会において沖電気労働組合の深野中央執行委員長は２００３年の社員のメンタルヘルス疾病数が２０００年の1.5倍に急増し、また「傷病手当金」請求の６４％を精神障害が占めていることを報告し、社員の減少を考慮すると看過できない状況であるとの認識を示しました。これに対し会社は「メンタルヘルスについては、その真の原因を調査・分析し、対策を講じていく」と答えています。

　昨年には、本庄事業所において、２人の社員が相次いで自殺するという衝撃的な出来事が起きています。そこで、

　（１）２００４年における社員のメンタルヘルスの状況について説明して下さい。

　（２）社員のメンタルヘルス悪化についてどのような調査・分析を実施されたか、またその結果はどうであったか、説明して下さい。

　（３）社員のメンタルヘルスについてどのような対策を講じてきたか、また対策の結果についてお尋ねします。

　

３．「成果主義」について

「成果主義」の弊害と行き詰りが広く指摘され、実態調査や分析の結果が数多く報告されています。

　業務面における弊害としては、個人の短期的な成果に過度にとらわれ、協力と連携が弱まり、チームワークが阻害され、全体として仕事の品質が低下すること、評価と処遇に関しては、公正で納得のいく評価が行われず不信と不満が蓄積されている事が共通して報告されています。コンプライアンス・企業倫理面では目標達成のためには後先を考えない行動が誘発されるリスクの増大、職場環境面では長時間労働とサービス残業の蔓延、人間関係の悪化と職場ストレスの増大、社員のメンタルヘルスの急速な悪化、上位方針に対し異論・反論を出せない企業体質の醸成、活力と士気とモラルの低下等々、様々な問題点が噴出しています。

　これらの報告や警告は、沖電気についてもほとんどそのまま当てはまると言っても過言ではないと思われます。

　　（１）沖電気の「成果主義」の現状について社長はどのような認識または評価をお持ちでしょうか。

　　（２）某同業他社をはじめ少なくない企業で「成果主義」の見直しが進められていると言います。沖電気においても現場の実態を総点検し、「成果主義」の是正と見直しを行うことが差し迫った課題ではないかと思われますが、いかがでしょうか。

４．復配について

　２００４年度決算が「増収・総益」となり、最大の目標とされてきた復配が本株主総会において提案されています。今回の復配達成にあたり、これが何によって支えられ実現されたのかという点についてお尋ねします。

（１）社長も述べられていますように、その最も大きな要因が沖グループのすべての従業員の協力にあることは言うまでもありません。しかしその一方で、大幅な人員削減、賃金不払い労働、賃金カットなど、この間の徹底した総人件費削減策により支えられた復配であることを直視する必要があるものと考えます。社長は、復配達成の要因についてどのように認識されていますか。

（２）　今後は、これらの負の施策によりもたらされた様々な弊害や歪みを是正していく必要があるものと考えますが、いかがでしょうか。

５．　技術の蓄積と継承について

この間のリストラと事業再編の中で、沖電気の技術開発部門が大幅に解体・縮小され、自主的な技術力・商品開発力の著しい低下をもたらしました。特許出願件数はピーク時の約半分に落ち込み、特許支払や品質問題が収益悪化の大きな要因になっていると報告されています。社長は、あらためて「強い商品をもって競争力強化を図る」ことを強調されています。

（１）社長の方針は「アライアンスによるソリューション提供」「箱物（ハードウエア）からソフト事業およびサービス事業への転換」という従来方針の変更ですか、説明して下さい。

（２）ますます競争激化する市場環境において、沖電気の技術開発における約３年間のブランクを埋め競争力を回復させていく方策と見通しをどのように描いていますか。説明して下さい。　

（３）経験と技術をいかに蓄積・継承していくかが重要な課題となっています。また改正高年齢者雇用安定法が来年4月1日施行され、65歳までの雇用延長を段階的に進めることが義務づけられました。この点に関し沖電気の今後の対応についてお尋ねします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００５年６月２０日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　廣瀬　邦治（芝浦勤務）

